
ＮＯ．１８５    目黒駅前地区（組合施行）

計画地

1

2

地区面積 構造

階数 高さ

名称 施行区域面積

名称 幅員 延長 面積

放射第３号線 －

補助線街路
第１５９号線

－

区画道路１号
3.3～3.7ｍ

（６ｍ）
約１５０ｍ －

区画道路２号
2～3.5ｍ
（６ｍ）

約４５ｍ －

Ａ － －
１４５ｍ

(TP+29.5mから)

Ｂ － －
１３５ｍ

(TP+27.5mから)

建築面積

Ａ 約６，０００㎡

Ｂ 約１，７００㎡

建築敷地面積

Ａ 約１１，７００㎡

Ｂ 約５，５５０㎡

都市計画決定

A１ 約０．５ｈａ １０５０％ ３００％ ５０％（７０％） ２００㎡ ４ｍ

A２ 約１．１ｈａ ８５０％ ３００％ ５０％（７０％） ２００㎡ ４ｍ

A３ （道路）約０．０ｈａ － － － － －

B１ 約０．７ｈａ ５５０％ ２００％ ４０％（６０％） ２００㎡ ４ｍ

B２ （道路）約０．０ｈａ － － － － －

都市計画決定

(めぐろえきまえ)

　地区の利便性と防災性・安全性の向上に寄与する公共施設を整備する。

　商業・業務機能の強化によるにぎわいの形成や良質な住宅供給を行い、駅前にふさわしい
土地の高度利用と都市機能の更新を図ることで、魅力ある地域生活拠点の形成を目指す。

２　都市計画の内容

１　計画の概要

品川区上大崎二・三丁目の各地内

地上４０階／地下２階（A棟）
地上３８階／地下２階（B棟）

約１４５ｍ（A棟）
約１３５ｍ（B棟）

約２．３ｈａ 鉄骨鉄筋コンクリート造他

計画の概要

道
路

拡幅整備

目黒駅前地区第一種市街地再開発事業 約２．３ｈａ

拡幅整備
（）内は地区外を含めた幅員

別に都市計画において定めるとおり

公共施設の
配置及び規模

備考

整備済み

別に都市計画において定めるとおり

拡幅整備
（）内は地区外を含めた幅員

約８４，５００㎡

建蔽率

事務所、店舗、住宅

主要用途
壁面の

位置の限度

４ｍ

平成２２年１２月１７日　品川区告示第４４８号

３　高度利用地区

延べ面積（容積対象） 住宅建設の目標

建築物の整備

約１３０，８００㎡（約１０４，８００㎡）

建築物の
高さの限度

街
区

整備計画

容積率

住宅

約４５，２００㎡（約３０，５００㎡）

約８４０戸

面積
区
分

建蔽率の
最高限度

建築面積の
最低限度

地区名
容積率の
最高限度

容積率の
最低限度

平成２２年１２月１７日　品川区告示第４４７号

目黒駅前地区

建築敷地の
整備

・敷地北側に広場を整備し、歩行者の滞留空間を確保する。
・敷地中央部及び南東部に広場を整備し、市街地環境の向上を図る。
・敷地境界線から高度利用地区の制限に従い壁面を後退し、歩行者空間を
　確保する。

壁面の位置
の制限



Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

事業認可 総事業費

平成２８年　３月１５日 事業計画変更認可

平成２９年　６月　６日 事業計画変更認可

平成２９年１１月３０日 工事完了公告

　Ｂ　　　約１４７台

事業計画変更認可

平成２６年　８月　１日 建築工事着工

平成３０年　８月３０日 事業計画変更認可

令和２年　　３月　６日 事業計画変更認可

平成２５年　６月　４日

B　地下２～３８階

平成２４年　７月１１日　東京都告示第１１５２号
平成２５年　６月　４日　東京都告示第　８４０号（変更）
平成２６年　２月　６日　東京都告示第　１１６号（変更）
平成２６年　６月１６日　東京都告示第　９１３号（変更）
平成２７年　１月２３日　東京都告示第　　７５号（変更）
平成２８年　３月１５日　東京都告示第　４０１号（変更）
平成２９年　６月　６日　東京都告示第　９７５号（変更）
平成３０年　８月３０日　東京都告示第１２０７号（変更）

平成２７年　１月２３日 事業計画変更認可

建蔽率

容積率

４　事業計画の概要

延べ面積

約１１，６７０㎡

約　５，５４０㎡

約１２７,４４０㎡

A　地下２～４０階

約８４０億円

　Ａ　　　約　５２％

住宅

住宅戸数

年　月　日

敷地面積

内　　　　　　　　　　　　　　　容

５　経　緯

　Ｂ　　　約  ２６％

　Ａ　　　約８７８％

約  ４３,８４０㎡ 　Ｂ　　　約５３５％

　Ａ　　　約３６８台

（容積対象約１０２,４４０㎡）

（容積対象約　２９,６３０㎡）

事務所、店舗、住宅
駐車場用途

　Ａ　　　約５２４戸

　Ｂ　　　約４１６戸

「上大崎三丁目まちづくり協議会」発足

「目黒駅前地区市街地再開発準備組合」設立

都市計画決定（用途地域の変更、高度利用地区、地区計画、市街地再開発事業）

平成２７年　４月１３日 権利変換計画変更認可

平成２６年　２月　６日

組合設立認可平成２４年　７月１１日

平成２２年１２月１７日

平成１７年　７月

平成１８年１０月

事業計画変更認可

平成２６年　６月１６日

平成２５年１０月３１日 権利変換期日

事業計画変更認可

令和２年　　９月　２日 組合解散認可

平成２５年　９月２６日 権利変換計画認可



７　区域図

８　配置図

６　位置図



９　完成写真


